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１ 立地適正化計画の概要 

１－１ 立地適正化計画とは 

多くの地方都市では、急速な人口減少と少子高齢化が進行する中、一定の人口密度に支えら

れてきた医療・福祉・子育て支援・商業等の生活サービスの提供が困難になりかねない状況に

あります。さらに、厳しい財政状況の下、市街地等の拡大にあわせて整備し、維持してきた道

路等の社会基盤施設や公共施設の老朽化への対応が求められています。 

このような中、立地適正化計画は、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考え方に基づ 

き、「生活サービス機能の計画的配

置」、「生活サービス機能を持続的に

確保するための人口密度の維持」、

「生活サービス機能へアクセスする

ための公共交通等の充実」を図るた

めの計画として策定するものです。 

 

１－２ 計画の対象区域（立地適正化計画区域） 

都市全体を見渡す観点から、大町

都市計画区域全域を「立地適正化計

画区域」とします。 

ただし、本市全体を支える都市構

造を形成するため、一部の分析や検

討等は、対象区域外についても実施

し、対象区域外の暮らしも視野に入

れて計画を作成します。 

 

１－３ 計画期間 

「令和 4 年度(2022 年度)」を初年

度として、目標年度を概ね 20 年後の

「令和24年度(2042年度)」とします。  

立地適正化計画区域 

＝ 大町都市計画区域 

計画の対象区域(立地適正化計画区域) 
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２ 大町市の現状と課題 

２－１ 総人口・年齢３区分別人口の動向 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、概ね 20 年後には、市の総人口が約 10,000

人減少すると予測されており、急速な人口減少と少子高齢化が進行する中、一定の人口密度に

支えられてきた医療・福祉・子育て支援・商業等の生活サービスの提供が困難になりかねない

など、人口減少等に伴う課題への対応が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大町市の総人口・年齢 3区分別人口の動向 
出典：下記の資料を基に作成 

[1980～2015 年] 総務省統計局「国勢調査」 

[2020～2045 年] 国立社会保障･人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成 30 年推計)」 

２－２ 重点的に取り組むべき主要課題 

本計画において重点的に取り組むべき主要課題を下表のとおり整理しました。 

重点的に取り組むべき主要課題 

分 野 解決すべき主要課題 

人 口 
① 結婚・出産・子育て世代を中心とした若い世代を呼び込むための環境づくり 

② 高齢者等がいきいきと安心して暮らせる環境づくり 

土地利用 ③ 空き家や空地等を有効活用した居住や都市機能の受け皿づくり 

都市機能 ④ 人口密度(利用圏人口)の維持による暮らしを支える生活サービス施設の維持 

公共交通 ⑤ 地域(拠点)間を結ぶ公共交通ネットワークの維持・確保 

災 害 
⑥ 暮らしの安心・安全を確保するための防災・減災対策 

⑦ 災害リスクを考慮した土地利用誘導 

財 政 ⑧ 既存ストックを有効活用した公共施設の適正配置 

住民意向 

⑨ 住み慣れた地域で、安心して住み続けられる環境づくり 

⑩ 地域固有の歴史・文化、郷土風景の保全・活用・継承 

⑪ 貴重な財産である水や緑の保全・活用 

⑫ 各地域の特性、市民ニーズを踏まえた住環境づくり 
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年少人口

（0～14歳）
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（15～64歳）

老年人口

（65歳以上）

年少人口割合 生産人口割合 老年人口割合（高齢化率）

（人）

※総人口は年齢「不詳」を含む

推計値(現状のまま推移した場合)

急速に人口減少・
少子高齢化が進行
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３ 立地の適正化に関する基本的な方針 

３－１ まちづくりの目標 

 ① 基本理念（まちづくりの基本的な考え方） 

本計画における基本理念は、大町市政における全ての分野に共通するまちづくりの基本的

な考え方である、第５次総合計画の基本理念を採用します。 

 

大町市第５次総合計画における基本理念・市の将来像 

基本理念 郷土や文化に誇りを持ち 心から地域を愛するひとを育てる 

市の将来像 未来を育む ひとが輝く 信濃おおまち 

 

 ② 将来都市像（将来目指すべき都市の姿） 

第５次総合計画で掲げる基本理念及び将来像を実現するため、都市計画(都市基盤分野)の

視点から、本市が目指すべき姿「将来都市像」を以下のとおり設定します。 

 

大町市立地適正化計画における目指すべき将来都市像 

多彩な地域がつながり 笑顔と魅力あふれる未来都市 

本市の都市の骨格構造の特性を活かすため、それぞれに魅力ある「まち」「里」「山」の３つ

のゾーンの明確化と共生を図るとともに、歴史的な成り立ちを大切にし、大町、平、常盤、社、

八坂、美麻の 6地区で、暮らしを支える魅力ある拠点の形成とネットワーク化を図り、多彩な

地域がつながる連携・共生型の都市づくりを目指します。 

また、社会情勢が大きく変化する中、

本市の貴重な財産である水や緑、地域

固有の歴史・文化、郷土風景を未来に引

き継いでいくために、地域住民、NPO や

市民活動団体、企業、行政などの多様な

主体の協働によるまちづくりを進め、

若い世代から高齢者まで、多様な世代

が住み慣れた地域で安心していきいき

と暮らし続けられる、笑顔と魅力あふ

れる都市づくりを目指します。 
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３－２ まちづくりの方針 

本計画における「拠点ごとの施策・誘導方針の考え方」を以下に示します。 

 

拠点ごとの施策・誘導方針の考え方 

拠 点 主要課題※ 課題解決に向けた施策・誘導方針の考え方 主な地区 

立
地
適
正
化
計
画
区
域
（
都
市
計
画
区
域
） 

用
途
地
域 

 
 

都市機能誘導 

区域 

[中心的拠点] 

[土地利用] 

③ 

[都市機能] 

④ 

[公共交通] 

⑤ 

[災害] 

⑥、⑦ 

[財政] 

⑧ 

[住民意向] 

⑨ 

● 市民の暮らしを支える中核的な都市

機能を「誘導施設」として位置づけ、

都市機能誘導区域内への立地誘導や

既存施設の維持を図り、まちなかの魅

力向上や便利な暮らしを支える拠点

の形成を進めます。 

● 市域各所から公共交通等によりアク

セスしやすい環境を整えるため、信濃

大町駅周辺や本通り等において、交通

結節点としての機能充実を図ります。 

大町地区 

 

居住誘導区域 

[中心的拠点周辺] 

[人口] 

①、② 

[土地利用] 

③ 

[公共交通] 

⑤ 

[災害] 

⑥、⑦ 

[住民意向] 

⑨、⑩、⑪、

⑫ 

● 市民の暮らしを支える都市機能や伝

統・文化を支えるコミュニティを維持

していくため、空家や低・未利用地等

を有効活用しながら、歩いて暮らせる

まちなか居住の推進や若者の定住促

進、高齢者に配慮した居住環境の整備

を進め、人口密度の維持を図ります。 

● 本市の至高の地域資源である「水」と

「緑」を身近に感じられる居住環境の

形成を図ります。 

● 都市機能誘導区域内に立地する中核

的な都市機能へアクセスするための

公共交通の維持・確保を図ります。 

大町地区 

 

誘導区域外の地域 

[生活拠点] 

[人口] 

①、② 

[土地利用] 

③ 

[都市機能] 

④ 

[公共交通] 

⑤ 

[災害] 

⑥、⑦ 

[財政] 

⑧ 

[住民意向] 

⑨、⑩、⑪、

⑫ 

● 各地区に設定した生活拠点において、

日常生活に必要な機能の維持・充実に

努めるとともに、都市機能誘導区域内

に立地する中核的な都市機能へアク

セスするための公共交通の維持・確保

を図ります。 

● 優良農地の保全と農業生産基盤の充

実により生産性の向上に努めるとと

もに、田舎暮らし等を目的とした移

住・定住先としての環境形成を図りま

す。 

平地区 

常盤地区 

社地区 

用
途
地
域
外 

都
市
計
画
区
域
外 

八坂地区 

美麻地区 

※主要課題は、P.2 の番号と対応  
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４ 誘導施設 

市民の暮らしを支える都市機能施設については、中心的拠点において維持・集積を図るこ

とが望ましい施設と、各地区の人口分布や地域特性に応じて適正に配置することが望ましい

施設があります。 

本市においては、都市機能施設を「拠点集積型施設(誘導施設)」と、「適正配置型施設」の

２つで分類し、各施設の特性に応じた維持・誘導を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の配置区分と誘導施設の設定 

配置区分 配置方針(誘導方針) 

拠点集積型

施設 

(誘導施設) 

市全体の生活利便性を支

える中核的な都市機能とし

て、中心的拠点に設定する都

市機能誘導区域内において

維持・誘導を図ります。 

誘導施設の設定 

● 市役所 

● 病院 

● スーパーマーケット※(店舗面積1,000㎡以上) 

※生鮮食料品を扱う店舗 

● 銀行、信用金庫、信用組合、労働金庫 

● 障害者総合支援センター 

● 図書館 

適正配置型

施設 

日常生活を支える都市機能として、上位・関連計画の整備方針と整合・調整を

図りながら、各地区(生活拠点)において、維持・確保(適正配置)に努めます。 

⇒ 都市機能誘導区域外に立地している施設全てを誘導区域内に集約するもので

はありません。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立地適正化計画区域（都市計画区域） 

用途地域 

居住誘導区域 

都市機能誘導区域（中心的拠点） 

信濃大町駅 

 

 

生活拠点 

Ａ地区 

 
 

生活拠点 

Ｂ地区 

 
 

生活拠点 

Ｃ地区 

  

 

 

 

 

 

 
 

 

都市機能誘導区域内に立

地している市全域からの利

用が想定される中核的な都

市機能施設 

人口分布や地域特性に応

じて、適正に配置することが

望ましい都市機能施設のう

ち、都市機能誘導区域外の各

地区で立地している施設 

人口分布や地域特性に応じ

て、適正に配置することが望まし

い施設のうち、都市機能誘導区

域内において現在立地している

施設 

拠点集積型施設 適正配置型施設  
適正配置型施設 

（都市機能誘導区域内に立地） 
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５ 都市機能誘導区域・居住誘導区域 

市民の暮らしを支える「誘導施設」の維持・誘導を図る「都市機能誘導区域」及び、その

周辺において居住を促進し、一定の人口密度水準の維持を目指す居住誘導区域を以下のとお

り設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市機能誘導区域・居住誘導区域図  

 居住誘導区域  

人口減少の中にあっても一定のエリア

において人口密度を維持することにより、

生活サービス施設やコミュニティが持続

的に確保されるよう居住を誘導する区域 
(居住誘導区域は、都市機能誘導区域を含む範囲で設定) 

 都市機能誘導区域  

医療、福祉、商業等の都市機能を都

市の中心的拠点等に維持・誘導するこ

とにより、これらの各種サービスを持

続的に提供する区域 

誘導施設 

 防災指針  

● 大町市の中心市街地(誘導区域内の一部)において、浸水

想定区域が指定されているエリアがあるため、当該災害

リスクに対する防災・減災対策を「防災指針」として定め

ています。 

● 詳細については、「立地適正化計画本編」をご覧ください。 
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６ 誘導施策 

本計画におけるまちづくりの方針と誘導施策の対応関係を以下に示します。 

 

まちづくりの方針と誘導施策の対応関係 

 まちづくりの方針 誘導施策 

都
市
機
能
誘
導 

都市機能の適正配置 

◆中心的拠点における都市機能の維持・誘導に向けた取組の

推進 

◆公共施設等の有効活用 

◆誘導施設の整備促進に向けた都市計画等の見直し 

◆低未利用土地の有効活用と適正管理のための指針 

居
住
誘
導 

適切な居住機能の誘導 

◆居住者の受け皿となる住宅供給、基盤整備の推進 

◆ウォーカブルなまちなかの形成に向けた取組の推進 

◆移住定住促進に向けた事業の推進 

◆安心して結婚・出産・子育てができる環境の整備 

◆安定した雇用の場の確保と新規起業の支援 

◆交流人口等の増加に向けた芸術・文化振興事業の推進 

◆低未利用土地の有効活用と適正管理のための指針 

水と緑を活かした居住

環境の形成 
◆大町市緑の基本計画と連携した緑化の推進 

公
共
交
通 

拠点間を結ぶネットワ

ークの維持 

◆市民が利用しやすい公共交通環境の整備推進 

◆公共交通利用者の利便性向上等に向けた DX の推進 

◆信濃大町駅周辺を核とした公共交通の結節性強化 

◆公共交通の待合機能を補完するオープンスペースの整備 

 

■ 届出制度の運用について 

立地適正化計画の公表日（令和４年４月１日）から、都市再生特別措置法に基づく届出制度

が運用開始となります。本制度は、一定規模以上の開発行為・建築等行為について届出をして

いただき、誘導区域外における施設整備や、大規模な住宅団地等建設の動向を把握するための

制度です。詳細については、「立地適正化計画本編」又は「立地適正化計画に係る届出の手引

き」をご覧ください。 

都市再生特別措置法に基づく届出制度 

１ 都市機能誘導区域外の開発行為等の届出制度 

２ 誘導施設の休廃止に係る届出制度 

３ 居住誘導区域外の建築等の届出制度 
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７ 計画の目標指標 

本計画における目標指標を以下のとおり設定します。 

概ね 5年ごとに目標値の達成状況等について調査、分析及び評価を行い、必要に応じて、誘

導施策・施設・区域等の見直しを検討します。 

７－１ 計画の目標指標 

項 目 指 標 基準値 中間値 目標値 

都市機能 

誘  導 

都市機能誘導区域内に立地する

誘導施設数 

10 施設 
[令和 3年度] 

(2021 年度) 

10 施設 
[令和 14 年度] 

(2032 年度) 

10 施設 
[令和 24 年度] 

(2042 年度) 

人 口 居住誘導区域内の人口密度 
22.1 人/ha 
[平成 27 年度] 

(2015 年度) 

20 人/ha 以上 
[令和 14 年度] 

(2032 年度) 

20 人/ha 以上 
[令和 24 年度] 

(2042 年度) 

緑の量 ｢緑化重点地区※｣区域内の緑被率 
41.7％ 

[平成 23 年度] 

(2011 年度) 

41.8％ 
[令和 14 年度] 

(2032 年度) 

42.0％ 
[令和 24 年度] 

(2042 年度) 

公園 

・ 

緑地 

｢緑化重点地区※｣区域内の公園・

緑地等の合計面積 

7.4ha 
[令和元年度] 

(2019 年度) 

7.7ha 
[令和 14 年度] 

(2032 年度) 

8.0ha 
[令和 24 年度] 

(2042 年度) 

水 
中心市街地内の歩行者道ルート

の設定数 

０ルート 
[令和 3年度] 

(2021 年度) 

２ルート 
[令和 14 年度] 

(2032 年度) 

５ルート 
[令和 24 年度] 

(2042 年度) 

公共交通 
公共交通徒歩圏人口カバー率 

(市全域) 

93.0％ 
[平成 27 年度] 

(2015 年度) 

100％ 
[令和 14 年度] 

(2032 年度) 

100％ 
[令和 24 年度] 

(2042 年度) 

※緑化重点地区(＝居住誘導区域の範囲)は、大町市緑の基本計画で設定された「重点的に緑化の推進に配慮を加えるべき地区」 

７－２ 目標達成により期待される効果 

項 目 期待される効果 基準値 目標値 

都市機能 

・ 

居住誘導 

「中心市街地の活性化に満足している

と思う市民の割合」の向上 

26.8％ 
[令和 2年度] 

(2020 年度) 

50.0％ 
[令和 8年度] 

(2026 年度) 

「調和と秩序ある市街地の形成が進め

られていると思う市民の割合」の向上 

15.9％ 
[令和 2年度] 

(2020 年度) 

50.0％ 
[令和 8年度] 

(2026 年度) 

居住誘導 

「住宅や宅地の供給に満足していると

思う市民の割合」の向上 

54.6％ 
[令和 2年度] 

(2020 年度) 

60.0％ 
[令和 8年度] 

(2026 年度) 

「身近に利用できる公園が整備されて

いると思う市民の割合」の向上 

62.4％ 
[令和 2年度] 

(2020 年度) 

75.0％ 
[令和 8年度] 

(2026 年度) 

公共交通 「市民バス利用者数」の増加 
64,338 人/年 
[令和 2年度] 

(2020 年度) 

70,000 人/年 
[令和 8年度] 

(2026 年度) 
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